第８回 パーソナルアシスタンス☆フォーラム                                          07.04.21

徹底討論：障害福祉計画と地域自立生活の展望
三鷹市で暮らす／将来の地域自立生活を願う知的／発達障害児の親の立場から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡部 耕典（リソースセンターいなっふ）

■「障害福祉計画」の意義＝将来のサービスの必要量の予測（→予算化）
　　
個別給付及び市町村生活支援事業の予算化を市民（議会）に図る根拠（エビデンス）をつくる。

←抽象的な理念の提示や単なる施設整備計画策定のためのものではない。

■ 課題となる「（達成すべき）テーマの選定」
● 基本計画の「重点項目」は尊重されるべき　（参考２下線部分参照）

● パブリックコメントは、アリバイ作り／微調整のためのものではない　（参考１参照）

　　　　※「計画策定への当事者参画」だけでは、潜在的／将来的ニーズ」は担保されない
■（将来的／潜在的）ニーズの調査のあり方
●「利用者全数調査」は、必要条件ではあるが、十分条件ではない

→「援護の実施者」の責任において、将来の受給者、「物言わぬ（いえない）利用者」のニーズをいかに汲み取り支えるかという本来のソーシャルワークが実施される必要がある

●「数値目標」は「施設整備計画（人員計画）」を基本としてはならない
　　　→施設数やその定員ベースではなく、利用人数及び利用時間（利用日数）が基本となるべき
　　　→「計画（予測）しえないニーズ」に対する「調整（予算化）のしくみ」が必要（真の「義務的
　　　　経費」の制度化）
　
■自立支援協議会への期待／懸念

　●「関係者の連携とサービス調整」は、「その人自身のニーズの予算化」の代替となるのか？
　●「社会通念」や支援側の論理ではなく、その人自身のニーズに寄り添うための方法論は？
　
■ひとつの｢現実的｣方法

知的／発達障害者の居宅介護・行動援護・移動支援の支給決定にあたり、その人が住み慣れた地域において、独居を含む自分の希望する居住・生活形態で生活をおくることを可能とする支給時間の決定をおこなう旨を支給決定基準に明記し、そのための予算確保をおこなう。
参考１　「いただいたご意見に対する市の考え方（結果）」

http://www.city.mitaka.tokyo.jp/a002/p021/g30/d02100002.html
意見募集時期

平成19年1月20日（土）から平成19年2月9日（金）まで 

提出意見の状況 

パブリックコメントでは、10人（団体を含む。）の方から、4２件のご意見をいただきました。 

ご意見（概要）と市の考え方

主なご意見とそれに対する市の考え方は、以下のとおりです。

■主なご意見（⇒以下は、市の考え方）

■障がい者のニーズの把握について

○現在、サービスを利用していない方のニーズを把握してほしい。

⇒平成19年度に実施を予定している「高齢者・障がい者等の生活と福祉実態調査（仮称）」で、ニーズの把握に努めます。

■身体障がい者施策の充実について

○施策の対象者として「精神障がい者と知的障がい者」に限定する記述が多い。身体障がい者のグループホームなどの施策の充実を。

⇒特に限定するものではないので、記述を修正しました。施策の検討について追加記述しました。

■障がい福祉サービスについて

○共同生活援助の必要量の見込みが、少なすぎる。（※その他の項目についても、数値目標の修正を求める意見がありました。）

⇒提案を受けて、精査のうえ修正しました。

■自立支援に向けた支援の展開について

○自立と就労支援のため、公共機関からの仕事の発注・委託などの拡大が必要だ。

⇒公共機関からの発注・委託などについて、記述を追加しました。

■計画推進のしくみについて

○市が、国や東京都に対して現場の実態を示しつつ、必要な提言をしてほしい。

⇒必要な改善要請や意見具申について、記述を追加しました。

※このほか、生活サポート事業や移動支援事業の拡充、サービスの担い手への人材育成の必要性、心のバリアフリーの推進、などについてのご意見をいただきました。

参考２　提出パブリックコメント
-
「三鷹市障がい福祉計画（素案）」 に対し、以下のように意見を申し上げます。


１．三障害の当事者参画と利用者全数に対するニーズ調査の実施を評価いたします。

　障害福祉計画を策定市民会議の形式で検討し、かつそこに三障害の当事者委員が加わったことは、三鷹市らしい先進的な取組み姿勢として評価できます。また、居宅サービスと施設サービスの利用者に対する全数調査（精神障害者を除く）をおこない、その状況を反映しようとする姿勢には援護の実施者としての誠実さを感じるところとなっています。

２．顕在化していない必要(needs)の把握に問題はないでしょうか。

　一方で、いわゆる現利用者に対する「ニーズ調査」の限界として、未利用者を含む顕在化していない（意識化されていない）ニーズの把握が充分ではないようにも思います。特に、今後成人し本格的な福祉サービスの利用者となっていく児童・学齢期の障害児のニーズについての把握はこれで充分でしょうか。

３．健康・福祉総合計画２０１０の「重点課題」に対する政策的取組みは十分でしょうか。

　「三鷹市健康・福祉総合計画２０１０」において、「障がい者福祉の充実」が謳われ、その具体的内容として、「障害者が住みなれた地域で安心して暮らすことを可能とする」「人権と自己決定の尊重」「自立して生活する」ための「サービスの提供の充実」が挙げられています。これは「どんな重い障害をもっていても在宅で自立生活を可能とするに足るサービスの質・量の確保」と解することができますが、今後成人してゆく児童／サービス未利用の人たちも含め、今回の福祉計画（案）で可能となっていると考えてよいのでしょうか。

　障害福祉計画の「基本目標（案）」p.23において、「Ａ．施設入所者の地域生活移行」や、「Ｂ．退院可能精神障がい者の地域生活への移行」、「Ｃ．福祉施設から一般就労」に加えて、「在宅障害者（児）の地域自立生活の推進」が項目だてされるべきと思いますし、「自己決定の尊重」が明記されている以上、そのための具体的な支援のあり方の検討も、施策の真の当事者（施設関係者や関連団体関係者ではなく、在宅から地域自立生活をめざす障害当事者本人や障害児の親とのインテンシブな取り組み）でおこなわれる必要があると考えます。

４．訪問系サービスの考え方と必要量見込みはこれでよいでしょうか。

　「在宅から地域自立生活」を支える鍵となるサービスは、訪問系サービスといえます。しかし、訪問系サービスのサービス利用見込みの方法論は、既存の利用者の満足度調査の結果を踏まえて物理的な増加要因をインクリメンタリズムで反映したものに過ぎません。また、総じて「知的／発達障害者の地域移行」の政策的取組みと数値への反映については、居住系サービスの共同生活介護／共同生活の必要量見込みしか想定されていないという問題があるように思います。

５．「障がいの種別／重度軽度を問わず住み慣れた地域で自立生活をおくることを可能とするサービスのあり方の検討とその支給量確保のための施策」を求めます。

　知的／発達障害をもつ当事者のなかには、重度軽度を問わず、グループホーム系のサービス利用が不適切である／好まない人が多く存在します。そのような人たちが、在宅から／施設から地域へ移行していくためには、重度訪問介護に似た長時間の見守りを中心としたパーソナルな支援が必要です。

　「八尾市の事件」は重傷を負った幼児の「悲劇」であることはもちろんですが、かつあのような事態に追い込まれてしまった当事者の悲劇であることに対してどこまで自覚的になれるかということが、これからの自治体福祉行政に問われているのだと思います。

　「悲劇」を繰り返さないためにも、重度訪問介護の対象を知的・発達障害者まで広げることを国に求めつつ、かつそのモデル事業として、地域生活支援事業のひとつとして、知的・発達障害者を対象とした重度訪問介護相当の事業を検討していくことを、将来の地域自立生活を求め必要としている重度知的・発達障害児の親として、強く要望するものです。
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